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特許紹介
発明の名称

訓練データ評価装置，訓練データ評価方法，
およびプログラム

【登録番号】特許第 7176285 号
【登　録　日】2022 年 11 月 14 日
【出願番号】特願 2018‒149618 号

発明の作用効果

　複数のバッチデータのそれぞれを使って基準モデルを
訓練し，訓練後モデルの精度を評価することにより，訓練
データが推論の要件に合っているかどうかを評価できる．

特許権者

株式会社デンソー

発明者
安岡 宏俊，桑島 洋

発明の目的

　モデルを用いた推論の良し悪しに影響する訓練データがど
れかを評価する訓練データ評価装置を提供すること．

特許請求の範囲

【請求項１】 
　訓練データを複数のバッチデータに分けるバッチデータ生成部（11）と，
前記訓練データの一部を適用して基準モデルを生成する基準モデル生成部（10）と，
　前記バッチデータを用いて前記基準モデルの訓練を行い，前記バッチデータのそれぞれに対応する複数の訓練後モデルを生成
する訓練処理部（12）と，
　前記複数の訓練後モデルにテストデータを適用して，前記それぞれの訓練後モデルを評価することによって，当該訓練後モデ
ルを生成したバッチデータを評価する評価部（13）と，
　前記バッチデータの評価結果を出力する出力部（14）と，
　を備える訓練データ評価装置（1）．
 

発明の名称

処理方法，処理システム，処理プログラム，
処理装置

【登録番号】特許第 7428272 号
【登　録　日】2024 年 1 月 29 日
【出願番号】特願 2022‒576582 号

発明の作用効果

　監視される検知情報の障害が発生したと判定される場
合には，車両レベルで許容される制御行動を定義する戦略
及び規則である運転ポリシに従うモデルであって，意図さ
れた機能の安全性を，数理モデルに従った処理を実行する
コンピュータプログラムの形態で構築した安全モデルが
生成した制御指令に基づくことにより，検知情報に応じた
運転制御における制約が設定される．
　これによれば，検知情報の障害が発生したシーンに適
正な制約を設定して，運転制御の精度を確保することが
可能となる．

特許権者

株式会社デンソー

発明者
馬場 厚志，東道 徹也

発明の目的

　運転制御の精度を確保する処理方法を，提供すること．

特許請求の範囲

【請求項１】 
　ホスト移動体（2）の運転制御に関する処理を遂行するた
めに，プロセッサ（12）により実行される処理方法であって，
　前記ホスト移動体の内外環境を検知することにより生成さ
れる検知情報の障害を監視することと，
　前記障害が発生したと判定される場合に，車両レベルで許容される制御行動を定義する戦略及び規則である運転ポリシに従う
モデルであって，意図された機能の安全性を，数理モデルに従った処理を実行するコンピュータプログラムの形態で構築した安
全モデルが生成した制御指令に基づくことにより，前記検知情報に応じた前記運転制御における制約を設定することとを，含む
処理方法．
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発明の名称

電気化学セル及び炭化水素製造装置

特許権者

株式会社デンソー

発明者
西尾 隆宏，藏 裕彰，伊藤 啓太，高梨 弘毅，
市村 匠，柳原 英人

【登録番号】特開 2023 － 56800
【登　録　日】2023 年 4 月 20 日
【出願番号】特願 2021‒166227 号

発明の作用効果

　このような電気化学セルを用いた炭化水素製造装置は，
小型で効率のよい炭化水素製造部を構成することができ，
また，前駆体の電解還元が進行しやすくなり，メタン転化
率を高めることができる．上記態様により，二酸化炭素及
び水蒸気を電気化学プロセスにより炭化水素に変換可能な
電気化学セル，及び，電気化学セルを用いた炭化水素製造
装置を提供することができる．

発明の目的

　二酸化炭素及び水蒸気を電気化学プロセスにより炭化水
素に変換可能な電気化学セル，及び，電気化学セルを用い
た炭化水素製造装置を提供すること．

特許請求の範囲

【請求項１】 
　酸化物イオン伝導体（11）と，上記酸化物イオン伝導体の対向する 2 つの面（12，13）に設けられるカソード（2）及びアノード（3）
と，を備える電気化学セル（1）において，
　上記カソードは，
　銀を主成分とする第 1 粒子（21）により構成され，二酸化炭素と水蒸気とを含む原料ガス（G）に接する導電性金属層（2A）と，
　遷移金属元素を含む複合酸化物を主成分とする第 2 粒子（22）により構成され，上記酸化物イオン伝導体に接する複合酸化物
層（2B）と，
　上記導電性金属層と上記複合酸化物層との間に設けられ，上記第 1 粒子及び上記第 2 粒子により構成される中間層（2C）と，
が積層された構造を有する，電気化学セル．

発明の名称

半導体装置

特許権者

株式会社デンソー

【登録番号】特許第 6996461 号
【登　録　日】2021 年 12 月 20 日
【出願番号】特願 2018‒169878 号

発明の作用効果

　分離セル領域では，分離セルピッチが各トレンチピッチ以
上とされている場合と比較して，トレンチ密度を高くできる．
このため，分離セル領域においても等電位線がベース層側
に入り込み難くなり，分離セル領域でも電界集中が発生す
ることを抑制できる．したがって，分離セル領域における耐
圧を高くできるため，半導体装置の耐圧を高くできる．

発明者
赤井 智喜，利田 祐麻，妹尾 賢，大河原 淳

発明の目的

　耐圧を向上できる半導体装置を提供すること．

特許請求の範囲

【請求項１】 
　IGBT 領域（1）と FWD 領域（2）とが共通の半導体基板（10）に形成されている半導体装置であって，
　第１導電型のドリフト層（11）と，
　前記ドリフト層上に形成された第 2 導電型のベース層（12）と，
　前記ベース層を貫通するトレンチ（13a，13b）の壁面に形成されたゲート絶縁膜（14）と，前記ゲート絶縁膜上に形成されたゲー
ト電極（15a，15b）と，を有する複数のトレンチゲート構造と，
　前記ベース層の表層部であって，前記 IGBT 領域に形成された前記トレンチと接するように形成された第 1 導電型のエミッタ領
域（19）と，
　前記ドリフト層を挟んで前記ベース層側と反対側に形成された第２導電型のコレクタ層（16）と，
　前記ドリフト層を挟んで前記ベース層と反対側に形成されると共に前記コレクタ層と隣接する第 1 導電型のカソード層（17）と，
　前記ベース層および前記エミッタ領域と電気的に接続される第１電極（22）と，
　前記コレクタ層および前記カソード層と電気的に接続される第２電極（18）と，を備え，
　前記コレクタ層上の領域が前記 IGBT 領域とされ，前記カソード層上の領域が前記 FWD 領域とされており，
　前記トレンチは，前記 IGBT 領域に形成される前記ゲート電極としての第１ゲート電極（14a）が配置される IGBT 用トレンチ（１３
ａ）と，前記 FWD 領域に形成され，前記第１ゲート電極とは別に制御される前記ゲート電極としての第２ゲート電極（14b）が
配置される FWD 用トレンチ（13b）であり，
　前記 IGBT 用トレンチは，前記半導体基板の面方向における一方向に沿った第 1 方向に延設された IGBT 用第 1トレンチ（131a）と，
前記半導体基板の面方向における前記第 1 方向と交差する第 2 方向に延設された IGBT 用第２トレンチ（132a）とが連通された
格子状とされており，
　前記 FWD 用トレンチは，前記第 1 方向に延設された FWD 用第 1 トレンチ（131b）と，前記第 2 方向に延設された FWD 用第
2 トレンチ（132b）とが連通された格子状とされ，
　前記 IGBT 用第 1 トレンチのうちの最も前記 FWD 用トレンチ側に位置するトレンチ（133a）の中心と，前記 FWD 用第 1 トレ
ンチのうちの最も前記 IGBT 用トレンチ側に位置するトレンチ（133b）の中心との間を分離セル領域（3a）とすると共に前記分離
セル領域における前記第２方向の距離を分離セルピッチ（W1）とし，隣合う前記 IGBT 用第１トレンチ同士の中心間の最小距離
を IGBT 用第１トレンチピッチ（D1a）とし，隣合う前記 IGBT 用第２トレンチ同士の中心間の最小距離を IGBT 用第 2 トレンチピッ
チ（D2a）とし，隣合う前記ＦＷＤ用第 1 トレンチ同士の中心間の最小距離をＦＷＤ用第１トレンチピッチ（D1b）とし，隣合う前
記 FWD 用第 2 トレンチ同士の中心間の最小距離を FWD 用第２トレンチピッチ（D2b）とすると，
　前記分離セルピッチは，前記 IGBT 用第 1 トレンチピッチ，前記 IGBT 用第 2 トレンチピッチ，前記 FWD 用第 1 トレンチピッチ，
前記 FWD 用第 2 トレンチピッチよりも狭くされている半導体装置．
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発明の名称

エネルギーマネジメントシステム

特許権者

株式会社デンソー

発明者
舩越 博臣，中島 敦士

【登録番号】特許第 7428078 号
【登　録　日】2024 年 1 月 29 日
【出願番号】特願 2020‒96291 号

発明の作用効果

　変動情報と固定情報とに基づいて，都市ガスへの水素の
混合量を示す水素混合量を算出する算出部を備え，算出部
は，水素上限が高いほど水素混合量が多くなるように算出
する．このため，変動情報と固定情報とのどちらか一方の
みの情報に基づいて水素混合量を算出する場合に比べて，
細かな状況に応じて水素混合量を算出できる．これにより，
効率的なエネルギー管理を実現できる．

発明の目的

　効率的なエネルギー管理を実行可能なエネルギーマネジ
メントシステムを提供すること．

特許請求の範囲

【請求項１】 
　熱機器（51）と，
　前記熱機器に都市ガスを供給する都市ガス供給装置（55）と，
　電気機器（11）と，
　前記電気機器に電力を供給する燃料電池（47）と，
　水素を製造する水素製造装置（43）と，
　水素を貯蔵する水素貯蔵装置（44）と，
　前記燃料電池に水素を供給する水素供給装置（45）と，
　前記熱機器に供給する都市ガスに水素を混合する水素混合器（46）と，
　再生可能エネルギーを用いて発電された電力を受電して前記電気機器および前記水素製造装置に電力を供給する外部受電装
置（15）と，
　前記熱機器への燃料供給と前記電気機器への電力供給を制御する制御部（70）とを備え，
　前記制御部は，
　再生可能エネルギーを用いた発電量と前記電気機器の電力消費量とを含む変動情報と，前記水素製造装置の水素製造能力と
前記熱機器の水素上限とを含む固定情報とを取得する取得部（71）と，
　前記変動情報と前記固定情報とに基づいて，都市ガスへの水素の混合量を示す水素混合量を算出する算出部（73）と，
　前記水素混合量に基づいて，都市ガスへの水素混合を実行する実行部（74）とを備え，
　前記算出部は，前記水素上限が高いほど前記水素混合量が多くなるように算出するエネルギーマネジメントシステム．




